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内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局

民間研究開発とイノベーションプロセス
（趣旨・概要）

資料１



趣旨
８月の木曜会合においてNISTEPから科学技術指標２０２２を報告した際に、「我が国の

民間研究開発とイノベーションシステムの課題」に関する関心が示された。追加的な調査
分析を整理した結果を報告する。
論点：
• 日本の企業研究開発費、特許等の推移や世界的な地位、付加価値に対する生産性等につ
いての一般的な現状を示す。

• 個別企業の事例等も踏まえ、研究開発投資や日本のイノベーション・システムの転換に
関する課題を提示して議論に供する。
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企業部門の研究開発費・研究者数(インプット)

3出典：科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標2022」，調査資料-318, 2022年8月を元に内閣府作成

主要国における政府の研究開発費
負担割合の推移

• 日本の企業部門の研究開発費は、 2009年以降、ゆるやかな増加に留まっている 一方、日本以外の
国・地域では、2009年以降、着実に増加している。ただし、2020年は減少した国・地域もある。

• 日本の研究開発費の政府の負担割合は諸外国に比べて小さく。低下傾向にあったが、ここ数年は上昇。
• 日本の企業部門の研究者数は近年ほぼ横ばい。他の主要国は増加傾向にあり、米・中は特に増加。

主要国における企業部門の研
究者数の推移

主要国における企業部門の研究開発費
(A)名目額（OECD購買力平価換算）

主要国における企業部門の研究開発費の対
GDP比率の推移
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企業研究開発費ランキング：グローバル
• 企業別R&D費ランキング（トップ30）では2011年→2021年で日本企業は6社→3社に
• ランキング順位も低下
• 近年のトップ企業はGAFAMに代表されるテック企業が多い

※黄色ハイライトは日本企業 出典： EU Industrial R&D Investment Scoreboardを基に、内閣府が加工・作成。
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• 日本企業の世界ランキングを見ると、自動車, 通信, 電機メーカー、製薬が多い。
• 多くの企業のランキングが低下しているが、一部の企業では維持又は上昇している。

出典： EU Industrial R&D Investment Scoreboardを基に、内閣府が加工・作成。

企業研究開発費ランキング：国内企業抜粋



企業部門の論文(アウトプット)
• 日本の企業部門の論文は、1990年代後半より、論文数及びTop10%補正論文ともに低下傾向にあ
る。（黄緑部分が企業）

6
出典：科学技術・学術政策研究所，「科学研究のベンチマーキング2021」，調査資料-312, 2021年8月を元に内閣府作成



主要国・地域別の特許出願（アウトプット）

7出典：科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標2022」，調査資料-318, 2022年8月を元に内閣府作成

注）パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた2か国以上への特許出願の束である。

• 日本のパテントファミリー＋単国出願数は、1995-1997年時点、2005-2007年時点では第1位であったが、2016-2018年
時点では中国に次ぐ第2位である。2016-2018年時点では、これに米国、韓国、ドイツ、台湾がつづく。アジアの国･
地域については、ここ20年で急激に順位を上げた。

• パテントファミリー数に注目すると、1995-1997年は米国が第1位、日本が第2位であったが、2005-2007年時点、2015-
2017年時点では日本が第1位、米国が第2位となっている。2005-2007年～2015-2017年にかけて、日本のパテントファ
ミリー＋単国出願数は減少しているが、パテントファミリー数は増加している。これは、日本からの複数国への特許
出願が増加したことを反映した結果である。
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特許出願ランキング：世界企業
• 日本企業は2006年→2021年で4社→5社→5社→6社と微増
• 中国は2006年→2021年で1社→7社に

出典：WIPO IP Statistics Data Centerを基に、内閣府が加工・作成。



9

特許出願ランキング：国内企業の抜粋

• PCT出願数Top50社のうち、日本企業は2011年→2021年で21社→15社に

出典：WIPO IP Statistics Data Centerを基に、内閣府が加工・作成。



10

• グローバル・イノベーター企業Top100*には日本企業が35社ランクイン
• 2位の米国の18社を大きく引き離して1位となっている
• 直近の推移は2020年→2021年→2022年で32社(2位)→29社（2位）→35社（1位）
• 3位以下の国々は毎年4~8社程しかランクインしておらず、日本と米国が圧倒的多数を占める

Global Innovator 企業 Top100

ランクインした国内企業（35社）
※アルファベット順, 黄色ハイライトは11年連続選出企業

※グローバル・イノベーター企業Top100…卓越した革新性を一貫して実現している企業として、 Clarivate社が2012年
より毎年発表している。出願特許を基に、影響力・成功率・グローバル性・技術分野の広さを評価して選出を行う。

出典： Clarivate社「Top 100 Global Innovators™ 2022」を基に、内閣府が加工・作成。
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**
注：
1) * 国境を越えた商標数(Cross-border trademarks)の定義はOECD,“Measuring Innovation: A New Perspective”に従った。具体的な定義は以下のとおり。

日本、ドイツ、フランス、英国、韓国の商標数については米国特許商標庁（USPTO）に出願した数。
米国の商標数については①と②の平均値。
① 欧州連合知的財産庁(EUIPO)に対する日本と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝（米国がEUIPOに出願した数/日本がEUIPOに出願した数）×日本がUSPTOに出願した数。
② 日本特許庁(JPO)に対する欧州と米国の出願比率を基に補正を加えた米国の出願数＝(米国がJPOに出願した数/EU15がJPOに出願した数)×EU15がUSPTOに出願した数。

2) ** 国境を越えた特許出願数とは三極パテントファミリー(日米欧に出願された同一内容の特許)数(Triadic patent families)を指す。
資料：
商標出願数：WIPO, “WIPO statistics database”(Last updated: November 2021) 
三極パテントファミリー数及び人口：OECD，“Main Science and Technology Indicators March 2022” 

国境を越えた商標出願と特許出願(人口100万人当たり)

• 日本は技術に強みを持つが、それらの新製品や新たなサービスへの導入とい
う形での国際展開が他の主要国と比べて少ない可能性。
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英国

ドイツ

韓国 日本

【商標出願数の指標としての意味】
商標の出願数は、新製品や新サービスの導入という形でのイノベーションの具
現化、あるいはそれらのマーケティング活動と関係があり、その意味で、イノベー
ションと市場の関係を反映したデータであると考えられる。

•商標出願数よりも特許出願数が多い国は、日本
のみ。

•韓国、英国、ドイツは2002～2018年にかけて、
商標の出願数が大きく増加

•最新年で商標出願数の方が特許出願数より多い
国は、英国、米国、フランス、韓国、ドイツ。

提供：科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標2022」，調査資料-318, 2022年8月
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主要国などの産業部門の研究開発投資効率の推移

提供：経済産業省「我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向」
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MFP(多要素生産性)成長率主要国比較
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• 韓国が継続して高い成長率となっている。（一時低下したが、その後上昇）
• リーマンショック以降、日本は1%超の成長率となっていたが近年は減少

※MFP（多要素生産性）は、資本、労働等の全ての生産要素以外の要因による生産性の指標。TFP（全要素生産性）もその概念に含まれる。

出典：OECD data, Multifactor Productivityを基に、内閣府が加工・作成。
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我が国の研究開発とイノベーションシステムに関する議論（例）

 大企業のTFPは高い水準にあり、中小企業へのR&D支援、国際化支援、生産性の低い企
業の淘汰が必要となる(深尾（一橋大）, 2012, 「失われた２０年」と日本経済.)。

 イノベーションは成長の源泉となり、特許の1%の増加は労働者一人当たりの生産性を
0.04%増加させる。また、10%の基礎研究費の増加は生産性を0.3%増加させる(IMF, 2021, 
Why Basic Science Matters for Economic Growth.)。

 知識資本の1%の上昇がTFP上昇率を0.06~0.14%程度向上させる(宮川（学習院大）, 2010,
産業別無形資産投資と日本の経済成長.)。IT資本ストックの1%の上昇はTFP上昇率を
0.16~0.47%上昇させる(宮川（学習院大）, 2006, 生産性の経済学.)。

 実証的なエビデンスによれば、イノベーション促進政策として研究開発税制が有効。
しかし、中長期的には人的資本の供給拡大（高スキル移民ルール緩和、大学のSTEM入
学枠拡大など）の重要性が高いとされている（Bloom, Nicholas, John Van Reenen, and 
Heidi Williams , 2019, A Toolkit of Policies to Promote Innovationをもとに森川（RIETI）が要
約）。

 生産性向上は日本経済の最重要課題。①イノベーション、②人的資本の質の向上は、
経済成長・生産性上昇の２つのエンジン。イノベーション実施企業の生産性（TFP）は
非実施企業に比べて高い。特にサービス産業の企業で、プロダクト・イノベーション
の有無による生産性の差が顕著（森川（RIETI）, 2019, Innovation in the Service Sector and 
the Role of Patents and Trade Secrets: Evidence from Japanese Firms,）。
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